
 - 1 -

令和６年度（２０２４年度）第１回東海市子どものいじめ防止等対策委員会 会議録 

 

１ 日 時  令和６年（２０２４年）６月１２日（水） 

       午後２時から３時 

２ 場 所  市役所３０２会議室 

３ 出席者  東海市医師会理事         朝倉 直子 

社会福祉協議会事務局次長兼地域福祉課長 宝達 真志 

主任児童委員           菊本 裕也 

知多福祉相談センター主任     蜷川  允 

日本福祉大学 教育・心理学部教授 鈴木 庸裕 

       スクールカウンセラー       鎌田 陽世 

東海市立緑陽小学校長       廣田 雅明 

東海市立平洲中学校主任養護教諭  早川 悦子 

東海市立上野中学校生徒指導主事  木原 啓裕  

人権擁護委員           小出 靖晃 

４ 傍聴者  なし 

５ 事務局参加者 

東海市教育委員会 教育長          鈴村 俊二 

教育部長         小島 久和 

         学校教育課長       桜井 正志 

学校教育課 主任指導主事 明壁 啓純 

  〃   指導主事   池田森太郎 

  〃   指導主事   髙橋 民子 

  〃   統括主任   永田 紀子 

〃   教育相談員  坂口 栄子 

           青少年育成センター主幹  青井 勇佑 

６ 会 議 

  教育長あいさつ 

 ⑵ 委員・事務局自己紹介 

 ⑶ 委員長・委員長職務代理者選出、あいさつ 

 ⑷ 協 議 
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ア 令和５年度（２０２３年度）におけるいじめの状況について 

（指導主事より資料に基づいて報告） 

○市内全小中学校でいじめは認知され、件数は２６８件であった。小学校、中

学校ともに前年度と比べ減少している。いじめの解消率は小学校で８６． 

２％、中学校で７９．１％ととなり、昨年度よりも解消率は減少している。 

  ○いじめ発見のきっかけは、小学校では、学校の教職員が発見するケースが高 

く、なかでもアンケート調査等による発見が多くなっている。 

一方、中学校では、学校の教職員以外からの情報により発見するケースが高 

く、なかでも本人からの訴えが高い割合を示している。 

   ○いじめられた児童生徒の相談状況は、小学校では学級担任に相談する割合が

８６．２％、中学校では８６．１％と高く、担任以外の教職員への相談率が

小中学校ともに昨年度より上がっており、学級担任以外にも相談できる児童

生徒が増えているものと考える。 

依然として誰にも相談できずにいる児童生徒が一定数いる。いつでも誰にで

も相談できる体制を構築し、児童生徒の様子をよく観察することや教育相談

活動をより丁寧に行うことが欠かせないと考える。 

○いじめの態様は、小中学校ともに、「冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、

いやなことを言われる」が全国とほぼ同じ割合で一番多くなっている。 

中学校においては、「パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷やいやなことをさ

れる」の割合が次いで高くなっている。 

周りの人との関わり方や気持ちの伝え方、インターネットやメール等の扱い

方など、学校における人権教育や情報モラル教育などより一層の啓発活動を

行っていくことはもちろんのこと、保護者も含め、地域全体で子どもたちを

育てていく必要性を感じる。 

   ○いじめる児童生徒への対応としては、「保護者への報告」の認知件数に対す

る割合が小中学校ともに、全国と比べ割合が大きく上回っており、認知件数

が多い中でも丁寧な対応がうかがえる。 

   ○いじめられた児童生徒への特別な対応としては、小学校では学級担任や他の

教職員等が家庭訪問を実施した割合が高くなっている。 

    それぞれのケースについて、多くの目で見て、組織として適切な対応を判断

し、児童生徒が安心して生活できるようグループで支援していくことがいじ

めの解消の基盤であると考える。 

○学校におけるいじめ問題に対する日常の取組として、「学校・警察連絡員の

指定を行った」という区分が加わり、いじめ問題への的確な対応に向けた警

察との連携等の徹底が義務づけされ、各校で教頭や生徒指導主事を位置づけ

ている。 

 また、小中学校とも特別の教科として道徳の授業に取り組むとともに、いじ
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め防止を考える授業「いじめ未然防止授業プラン」の実施、東海市子どもの

いじめ防止サミットの取組の実践、学校評価等を通じた「学校いじめ防止基

本方針」の点検・見直しに取り組んでいく。 

 

イ 東海市子どものいじめ防止条例、東海市子どものいじめ防止基本方針について 

（指導主事より資料に基づいて報告） 

○条例は、平成２８年度４月に施行された。その目的は、第１条にあるように

未来を担う子どもたちが安心して健やかに成長できるいじめのない地域社

会を実現することである。 

○基本方針には、市、教育委員会、学校、保護者、地域住民それぞれの責務等

が明記されている。いじめの理解として「いじめは、その子にも、その学校

にも起こりうるものであること」、「いじめをする人、いじめられる人、いじ

めをはやしたてる人、いじめを見て見ぬふりをする人の４つの存在から成る

構造にふれ、集団的にいじめを許容しない雰囲気の形成が必要であること」

が述べられている。また、重大事態についての対応フロー図により、対応が

明確に示されている。 

 

ウ 主な意見 

○市内中学校でもネットを使用した誹謗中傷や嫌がらせが後を絶たない。また、

令和５年度、中学校２・３年生のアンケートでは、休日５時間以上、スマー

トフォンを使用している生徒が５０％、平日でも３０％近い結果に大変驚い

ている。 

○家庭でスマートフォンの使い方のルールが決まっている生徒が３５％いる中

で、ルールが全くない家庭もある。 

○中学生では、様々な判断が難しい中で、トラブルが起こっているのではない

か。今年度、保護者向けに情報モラル講座を開催したが、その後もネットで

のトラブルが起こっている状況である。 

○SNS のトラブルや情報モラル等に関して、どこまで生徒や保護者に対して介

入してよいのかの判断が難しい。 

○どういう言葉が誹謗中傷になるのかを子どもたちに示していくことも重要で

ある。 

○毎週金曜日の朝の ST を利用して、生徒指導担当を中心に話をする機会を設け

ている。 

○SNS の短い言葉のやりとりで、読む側（受け取る側）が勘違いや読み間違い

をしたり、送る側が意図していない捉え方をされたりすることがあるのでは

ないか。 

○短い言葉で人と繋がる際に言葉の読み間違いをしたり、深く考えないで噂を
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広めてしまったりして誤解を生み、トラブルになることが考えられるため、

子どもたちにアンケートをとることや、小学校の学校保健委員会で注意を促

すこと等を実施していきたいと考えている。 

○中学校では、小学校の学級担任制とは違い教科担任制のため、多くの教職員

が生徒と関わりをもつことができる。担任をもっていない学年主任が教室を

回り、生徒の様子をよく観察するように心がけている。そのため、学年主任

が普段と様子が違う生徒に声をかけると、生徒が悩みを相談することがある。 

○一人ではなく、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなども

含め、多くの教職員                                                                                 

等の目で子どもたちを見ていくことが大切である。 

○いじめの認知件数が増えるということは、大人と子どもの対話がしっかりと

されているのではないかと捉えている。 

○小学校では、教職員が何か気が付いた時に子どもたちの訴えを言語化してい

く必要があるのではないか。大人や専門職の介在が必要だと感じる。 

○学校と警察や児童相談所など関係諸機関と一緒に考えていく形が進み始めて

いる時期である。 

 


